
男女共同参画推進委員会提言書に関する取組み状況について 

 

提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

１.女性の参画拡大と男性

の育児休業取得促進 

 

 市職場における管理監

督職の女性職員の割合は

毎年微増し、令和５年度は

２２．８％ですが、更に積

極的な登用が必要です。ま

た、男性職員の育児休業取

得率は令和４年度に５１．

４％となり半数を超える

取得率となりましたが十

分とは言えず、女性の参画

が進まない要因の一つと

考えられます。 

 令和２年度船橋市男女

共同参画市民アンケート

では、６２．５％の人が「職

場において男性が優遇さ

れている（どちらかといえ

ば男性が優遇されている

を含む）」と答えています。 

 男女が対等の立場で共

に参画し、男女双方の意見

が反映されるよう、今後も

市職場における管理監督

職への女性職員の登用、男

性職員の育児休業取得促

進に向けた取り組みを市

が率先して進めていただ

きたい。 

 

女性職員の活躍については、令和２年４月に、計画期間を令和

７年度までの６年間として「船橋市次世代育成支援及び女性職員

の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「特定事業主行

動計画」という。)を策定し、女性職員が十分に能力を発揮し活

躍できる環境を整えるとともに、女性職員の意識改革と能力向上

に向けた取組みを推進しているところです。 

 具体的な取組みとしましては、女性職員のキャリア形成を支援

することを目的として「女性職員のキャリア形成支援研修」を実

施しています。 

 また、職員一人一人が仕事と家庭を両立することで、すべての

職員が生き生きと働くことができる職場環境づくりを目指し、管

理職を対象として実施している「仕事と家庭の両立支援セミナ

ー」では、女性職員の活躍が必要な背景やマネジメント等につい

て学ぶ機会を設けました。 

 

 男性職員の育児休業取得促進については、令和５年８月に特定

事業主行動計画における男性の育児休業取得率の目標値（１週間

以上の取得率）を８５％に引き上げ、取得率向上の取組みを推進

しているところです。 

 具体的な取組みとしましては、出産・育児に関する制度をわか

りやすくまとめた「仕事と子育て応援パンフレット」を整備し、

所属長が所属職員より妊娠・出産等の申し出を受けたときには、

パンフレットを配布し休暇制度等を案内するとともに、「育児休

業取得意向確認書」の提出により、職員の意向を把握するように

しています。 

 また、「仕事と家庭の両立支援セミナー」では、育児休業制度

の説明や男性が育児休業を取得する意義等について学ぶ機会を

設けました。 

 その他、令和 6 年度より、育児休業取得職員がより円滑に職場

に復帰しやすくするため、育児休業者復帰支援プログラムの内容

を見直しました。（復職時のレポート作成の負担軽減や職場復帰

してから一定期間後に、更に必要なサポートや相談事等を確認す

ることを目的に職場との面談機会を追加） 

 

 今後もこれらの取組を継続して行い、女性の管理監督職への女

性職員の登用や、男性職員の育児休業の取得促進に努めてまいり

ます。 

 

人事課 

 

  

資料８ 



提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

２．男女ともに仕事と家

事・育児の両立ができる社

会 

 

 総務省統計局の調査

（※）では、全国の子ども

がいる世帯のうち６歳未

満の子どもがいる世帯の

夫と妻の１日当たりの家

事時間（２０２１年）をみ

ると、夫は３０分、妻は２

時間５８分となっており、

２０１６年と比べると夫

は１３分増加、妻は９分減

少しています。また、育児

時間（２０２１年）をみる

と、夫は１時間５分、妻は

３時間５４分となってお

り、２０１６年と比べると

夫は１６分増加、妻は９分

増加しています。夫の家

事・育児時間は増加傾向に

ありますが、夫と妻では家

事時間に２時間２８分、育

児時間に２時間４９分の

差があります。 

 男女ともに仕事と家事・

育児の両立ができる社会

の実現に向けては、一人ひ

とりが、固定的性別役割分

担に捉われないことの理

解を深めることが肝要で

あり、市民に対して男性の

家事・育児への参加に関す

る意識啓発や、企業に対し

て女性の積極的な登用を

促し、誰もが活躍できる社

会へ推進していただきた

い。 

※総務省統計局「社会生活

基本調査」（令和３年） 

 

 固定的性別役割分担に捉われないことの理解啓発及び、男性の

家事・育児への参加に関し意識啓発を行うため、令和５年度に「家

事のモヤモヤスッキリ解消！家事シェアの学び場」講座や「今か

ら備える！介護の心構えと準備」講座を実施いたしました。しか

しながら、男性の参加者が少ない結果となりました。 

 また、男女の雇用機会均等を図るため、企業・雇用者向けに心

理カウンセラーを講師に迎え、「その接し方「〇〇ハラスメント」

かも！？家庭・職場のコミュニケーション～関係悪化 or 改善の

キーワードを知ろう～」講座を実施いたしました。 

 今後につきましても、各種講座の実施を継続していきます。さ

らに、参加申込総数のうち、男性の申込率が増加するよう、講座

内容や開催日時、周知方法を検討していきます。 

市民協働課 

 母子健康手帳交付時においては、育児休業についてや、夫の育

児参加を促すリーフレットを配布し、意識啓発に努めています。 

 パパ・ママ教室においては、育児手技の演習のほか、新生児の

いる生活の例を提示し、夫婦でどのように家事・育児を分担でき

るか相談する時間も設けています。 

 今後も、育児休業の取得及び、家事・育児の役割分担について

夫婦で考える機会が増えるよう、働きかけを継続します。 

地域保健課 

 子育て支援センターにて、妊娠期の「プレママ・プレパパひろ

ば」や育児中の父親向けに「育児講座」や「ふれあい遊び」など、

父親をターゲットにした企画を行っています。 

 また、母子手帳交付の際、子育て支援センターや児童ホームな

ど地域の遊び場の紹介をする時に、父親も含めて遊びに来ていた

だけるよう働きかけています。 

 今後につきましては、引き続き、子育て支援センターでの父親

向けのイベントを行っていくほか、父親が育児や家事をすること

で悩みが出た時に受け皿となる相談窓口の周知を図るため、パネ

ル展やポスター、チラシを作成、ふなっこメールの発信を行って

いきます。 

 

 参考：父親の来庁、相談（男女比 R4→R5）  

  １階 母子手帳コーナー   34%→ 41％  

  ３階 電話、メール、窓口  13.1％→ 19.1％ 

  外部(パネル展、センター、訪問など) 17％→48％  

地域子育て

支援課 

 市内事業者に対して、女性や障害のある方、病気治療中の方等

も含めた多様な人材活用を推進してもらうために、千葉県社会保

険労務士会船橋支部や市と包括連携協定を締結した企業等の協

力により、先進事例についての講演や先進企業と参加者の意見交

換会を実施しています。昨年度実施したセミナーにおいても、育

児中の男性及び女性の事例発表を行っております。 

商工振興課 

 

  



提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

３．誰もが安心して暮らせ

るための支援 

 

 誰もが安心して暮らせる

ためには、ひとり親家庭や

性的少数者、高齢者などへ

の支援を充実させることが

大切です。 

 市ではひとり親家庭等の

生活の安定と向上、自立の

促進を図るため「船橋市ひ

とり親家庭等自立促進計画

（第４次）」を策定していま

す。計画に基づき、ひとり親

家庭への支援を充実させる

ことが大切です。特に、ひと

り親家庭の中で見落とされ

やすい父子家庭や、ヤング

ケアラーの問題にも留意

し、誰もが取り残されるこ

とが無いように計画の推進

をしていただきたい。 

 また、多様な性のあり方

について、令和２年度船橋

市男女共同参画市民アンケ

ートでは、性的少数者につ

いて、言葉も意味も「知って

いる」と答えた人が８２．

１％であり、ある程度周知

は進んでいます。多様な性

のあり方、家族のあり方へ

の理解をより増進するため

に引き続き啓発を図るとと

もに、ファミリーシップを

含むふなばしパートナーシ

ップ宣誓制度及びその制度

の県内５市との都市間連携

について、より一層の周知

に努めていただきたい。 

 更に、高齢者の人口や単

独世帯の割合は年々増加

し、今後も増えていくと考

えられますが、高齢者が地

域で安心して暮らしていけ

るように、常に最新の状況

を把握しながら高齢者保健

福祉計画・介護保険事業計

画の推進について、取り組

んでいただきたい。 

 現在、「船橋市ひとり親家庭等自立促進計画（第４次）」に基

づき、ひとり親家庭等の生活の安定と向上、自立の促進を図る

ため各種施策を実施しております。主な事業として、離婚前か

らの相談や、就労、各種資格取得支援、ひとり親家庭の親子が

参加できるイベント等の実施、周知などに取組んでいます。令

和６年度からは、新たに養育費確保の支援として ADR（裁判外

紛争解決手続）に係る手数料の補助を開始しました。 

 なお、現行計画の計画期間が令和６年度で満了となるため、

現在、令和７年度～令和１１年度を計画期間とする次期計画の

策定を進めていますが、次期計画は、「第３期船橋市子ども・子

育て支援事業計画」及び子どもの貧困に関するアクションプラ

ンである「親子のしあわせ応援プロジェクト」と統合して策定

する予定となっています。次期計画では、現行計画の内容を継

承するとともに、ヤングケアラーへの支援等についても盛り込

む予定となっています。 

こども家庭

支援課 

 性的少数者への理解啓発のため、市民を対象に「LGBTQ 当事

者に聞いてみよう、ホントのところ」講座を実施するとともに、

市職員を対象に「新規採用職員研修」「ダイバーシティ研修」「e

ラーニング」を実施いたしました。 

 加えて、人権ポケットブック「セクシュアル・マイノリティ

と人権」を作成し、市内中学１年生に対し配布するとともに、

イオンモール船橋およびフェイスビルにて LGBT 啓発に関する

パネル展示を実施いたしました。 

 パートナーシップ宣誓制度につきましては、都市間連携の内

容を含む制度周知用チラシを作成して公共施設で配架すると

ともに、令和６年度に市内企業向けに配布をいたします。 

 今後につきましても、各講座でのチラシの配布や、都市間連

携について SNS で発信するなど、効果的な周知・啓発方法を検

討し、取組んでまいります。 

市民協働課 

 高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画について、計画に掲

載されている事業は毎年度進捗確認を行っており、計画策定に

際して市民調査を実施することで地域課題を分析し地域の実

情に応じた施策の推進に取組んでおります。 

 今後も引き続き、高齢者を取り巻く状況の変化を踏まえた施

策の推進に取組んでまいります。 

介護保険課 



 

提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

４．地域の防災力向上への

取組 

 

 「船橋市地域防災計画」

では、災害時における避難

所運営体制について、男女

双方の視点に配慮した避

難所運営を行う必要があ

るとしています。また、避

難所運営委員会や各避難

所の運営マニュアルの作

成の際には、地域の女性が

参加することが望ましい

としており、避難所運営体

制の整備において、検討段

階から女性の参画を促し、

女性リーダーの育成に努

めるものとしています。 

 それらを実現するため、

地域の防災組織等で積極

的に活動できる女性防災

リーダーの養成について、

一層の推進をお願いしま

す。また、女性をはじめ、

多様な年代や環境にある

方々が地域防災に関わる

ことの重要性を地域防災

リーダー及び町会・自治会

に啓発していただきたい。 

 自治会・町会等を対象とした「地域防災リーダー養成講座」で

は、自主防災組織や避難所運営をテーマに実施するとともに、地

域の自主防災組織等で活動できる女性防災リーダーの育成を目

指し男女共同参画の視点に立った避難所運営をテーマとして実

施いたします。 

 また、防災の現場に女性の参画を拡大することを目指して、市

内在住・在勤・在学の方を対象に男女共同参画をテーマにした防

災講座も実施いたします。 

 引き続き、女性をはじめ、多様な年代や環境にある方々が地域

防災に関わることの重要性については、様々な機会を通じて周知

を図ってまいりたいと考えております。 

危機管理課 

 

  



提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

５．暴力の予防と根絶のた

めの基盤づくり 

 

 内閣府の調査（※）では、

女性の約４人に１人、男性

の約５人に１人が配偶者

からＤＶ被害を受けたこ

とがあると回答しており、

女性のみならず男性にも

被害者はいます。しかしな

がら、令和２年度船橋市男

女共同参画市民アンケー

トによると、ＤＶに関する

相談窓口が市役所にある

ことの周知度は６３．０％

であり、広く周知されてい

る状況とは言えず、相談や

その後の支援にたどり着

いていない被害者がいる

と懸念されます。 

 ＤＶ被害を受けている

方々への被害者支援情報

の周知や、被害者を生まな

いための予防啓発をこれ

まで以上に行っていただ

きたい。また、ＤＶは家庭

内のみならず、デートＤＶ

として中学生や高校生の

交際でも被害が生じます。

１０代からデートＤＶに

ついての知識を持っても

らうため、関係機関と連

携、協力を図りながら、周

知啓発にあたっていただ

きたい。 

※内閣府「男女間における

暴力に関する調査」（令和

３年） 

 被害者支援情報の周知として、市の相談窓口を掲載したカード

を作成し、公共施設、市内大型店舗やスーパーなど、市民の目に

留まりやすい場所に配架しております。 

 また、予防啓発としてＤＶについてのハンドブックを作成し、

市内小学校、中学校、高校などの教育機関に配布しているほか、

公共施設等に配架しております。 

 さらに、デートＤＶについて、新たな加害者や被害者を生みだ

さないよう啓発するためにデートＤＶ防止啓発チラシを作成し、

関係機関である教育機関と協力を図り、市内中学３年生を対象に

配布しております。 

 そのほか、男女共同参画センターでのＤＶ防止啓発パネル展示

の実施を行い、周知啓発に努めております。 

 今後につきましても、新京成電鉄での車内広告での周知等、効

果的な周知・啓発方法を検討し、取組んでまいります。 

市民協働課 

 DV 被害者支援をより円滑に行うため、DV に関する知識の普及

及びスムーズな庁内連携を目的とした研修を庁内の担当職員向

けに行っています。 

 今後も内容の充実を図りながら定期的に実施していきます。 

こども家庭

支援課 

 

  



提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

６．子育てや介護を仕事と

両立できる環境づくり 

 

 女性も男性も働くこと

を希望する人全員が、仕事

と子育て・介護との二者択

一を迫られることなく働

き続け、職業生活と家庭生

活の両立を図りながらそ

の能力を十分に発揮でき

ることが重要です。このた

め、出産や育児、介護を機

に離職をせずに就業を継

続できるための更なる環

境づくりが求められてい

ます。 

 実態として女性が多く

担っている育児や介護の

負担を軽減するためには

支援事業の充実が必要で

す。保育園、放課後ルーム、

介護施設等の拡充に加え、

各事業における職員増員

や給与処遇改善に努め、安

心して預けることができ

るよう質の向上を図って

いただきたい。 

 また、保育園の入所申し

込みのオンライン手続き

を導入したことを周知し、

更なる諸手続の簡素化や

ＩＣＴ化により保護者の

負担軽減に努め、子育てし

やすいまちを目指してい

ただきたい。 

 保育需要の高まりに対応するため、人口動態や需給バランスな

どから、必要と思われる地域に対し新たな施設を新設する等、定

員拡大を図って参りました。今後も、必要に応じ、定員拡大を図

ってまいります。 

 保育士の職員増員につきましては、国において職員配置基準の

改善を図ることとされているため、適切な人員体制を整備すると

同時に、保育の質の向上のため、不適切保育の防止等を含んだ

様々な内容の研修を今後も計画・実施して参ります。 

 令和 6 年 4 月から公立保育園では、保育 ICT システム（コドモ

ン）の導入を行い、登降園時に QR コードでの打刻や欠席・お迎

え等の連絡をアプリ上で入力できるようになりました。今後につ

いても、更なる保護者の負担軽減に努めてまいります。 

保育運営課 

職員増員に対する補助金や給与処遇改善に対する補助金につ

いては既に実施おりますが、保育の質の向上を図るため、更なる

保育士確保施策や保育士の処遇改善について検討していきます。 

 また、入所申込に関するオンライン申請についても既に導入し

ており、保育所入所申込に関するパンフレット・HP 等でオンライ

ン申請ができる旨を更にわかりやすく周知するように努めてま

いります。なお、その他の手続きについても電子化できるものが

ないか検討していきます。 

保育入園課 

これまで、待機児童が発生する小学校において放課後ルームの

整備を行ってきました。また職員の処遇については、令和６年度

より勤勉手当の支給を開始し、処遇改善を図ったところです。 

 今後放課後ルームにおいては、学校施設の有効活用等により受

入数の拡充を図るほか、勤務体制の柔軟化や事務の効率化・デジ

タル化等の検討を行い、職員の事務軽減を図ることにより職員確

保体制の整備を目指します。 

 また、連絡帳の ICT 化など保護者の負担軽減についても今後検

討を行っていきます。 

地域子育て

支援課 

介護施設等の職員増員のための介護人材確保に向け、量的・質

的な確保を目的とする施策を進めており、今後はそれとともに介

護職の魅力向上・魅力発信をすることに努めるなど、総合的に取

組みを推進してまいります。また処遇改善については国・県に対

し要望しておりますが、そのほかの措置についても引き続き検討

してまいります。 

介護保険課 

 介護施設等の拡充については、令和３年度から令和５年度まで

を計画期間とした第９次高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事

業計画の中で、施設整備計画に基づき、公募により事業者を募り、

介護老人福祉施設を１９０床、認知症対応型共同生活介護３６床

分の事業者を選定し、施設整備を進めています。 

 また、今後につきましても、令和６年３月に策定した令和６年

度から令和８年度までを計画期間とした第１０次高齢者保健福

祉計画・第９期介護保険事業計画の中で、高齢者それぞれの状態

に応じた多様なニーズに対応するため、前期計画における実績や

要介護認定者の増加数などを踏まえた施設整備計画を作成して

おり、介護老人福祉施設を９０床、介護医療院を介護老人保健施

設からの転換により１００床、認知症対応型共同生活介護を３６

床、特定施設入居者生活介護４０床の整備を進めてまいります。 

高齢者福祉

課 



 

 

提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

７．男女共同参画社会の実

現に向けた周知啓発の推

進 

 

 令和２年度船橋市男女

共同参画市民アンケート

では、男女の地位の平等感

について、社会全体として

男女が「平等になってい

る」と答えた人の割合が１

８．７％、職場の中では２

５．５％、しきたりや習慣

では２１．７％で平等感が

低い結果となっています。 

 男性にとっても主たる

稼ぎ手であるべきという

固定観念にとらわれずに

家庭や地域など生活の場

に積極的に関わることが

でき、男女が共に生きがい

のある毎日を送れる男女

共同参画社会を実現する

必要があります。固定的性

別役割分担意識や無意識

の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス）の解消、仕

事と生活の調和（ワーク・

ライフ・バランス）の推進

について、男女共に理解を

深めるとともに平等感を

高められるよう、啓発活動

に努めていただきたい。 

 また、令和４年度男女共

同参画計画事業評価報告

書から新たに概要版を作

成し、事業実績の中から男

女共同参画推進委員会で

委員に特に評価された事

業を掲載する試みを始め

ました。この概要版を活用

し、市の男女共同参画に係

る取り組みを市民に周知

していただきたい。 

 固定的性別役割分担意識や無意識の思い込み（アンコンシャ

ス・バイアス）の解消につきましては、男性の家事への参加促進

のため「家事のモヤモヤスッキリ解消！家事シェアの学び場」を、

男性の介護への参加促進のため「今から備える！介護の心構えと

準備」講座を実施いたしました。 

 また、アンコンシャス・バイアスにつきましては、毎年度発行

し、市内中学校などに配布しております男女共同参画情報誌「ｆ

えふ」にて特集記事を掲載いたしました。 

 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進につき

ましては、「自分の魅力が伝わる笑顔、忘れていませんか？ セ

ミプライベート笑顔の作り方講座」を実施いたしました。 

 今後につきましても、各種講座の実施を継続していきます。さ

らに、参加申込総数のうち男性の申込率を増加するよう、講座内

容や開催日時、周知方法を検討していきます。 

 男女共同参画計画事業評価報告書概要版につきましては、公共

施設に配架しているほか、市ホームページにも掲載しており、引

き続き市の男女共同参画に係る取組みの周知に努めてまいりま

す。 

市民協働課 

 

  



提言項目 提言に関する取組み状況及び今後の対応等 回答課 

８.相談支援事業の体制の

充実 

 

 市は、市民が抱える様々

な問題や悩みに対して各

種の相談体制を整えてお

り、市民の安心な暮らしを

支えています。 

 令和３年度と令和４年

度の相談件数を比較する

と、母子・父子自立支援員

によるひとり親家庭の相

談では８，３７７件から

９，００２件、女性相談室

による女性相談は新規の

相談件数が６０２件から

６２２件に増加していま

す。また、心理発達相談員

等による子どもの発達に

関する相談件数は９，６２

９件から９，９７３件とな

り、待機日数の縮減が課題

となっています。 

 相談件数の増加や多様

な相談へのニーズが高ま

る中、速やかな解決と適切

な支援ができるよう、相談

員及び支援員の適正な配

置に努めるなど、より充実

した相談体制の整備を進

めていただきたい。 

 母子・父子自立支援員や女性相談支援員への相談件数が増加

し、多様かつ複合的な相談へのニーズが高まる中、相談員が各種

研修に参加するなど資質向上に努めるとともに、関係機関と連携

を図り適切な支援に繋げています。 

 今後は、メール等様々な相談体制の検討や、効果的な人員配置

について検討し、相談体制の充実を図ります。 

こども家庭

支援課 

 子どもの発達に関する相談件数が増加していく中で、こども発

達相談センターでは面接枠を増やすことにより、待機日数を縮減

することができました。 

 今後は、予約システムを導入することで、現在の平均待機日数

を維持したうえで、速やかな解決と適切な支援ができる相談体制

の整備を進めていきます。 

 

療育支援課 

 


